





























































































































































































































































































































































ケース 0時点 t時点 薄価切り下げの有無
① Bo〈V（Ol，） B、くv（、1、） 薄価切り下げの問題は生じない
② B・＜V（Ol、） B、＞v（，1，） 薄価の回収可能性→薄価切り下げ
③ B・＞V（・1、） B，＜v（、1、） 投資の回収可能性→薄価切り下げ
④ Bo＞V（・1，） B、＞v（、1、） いずれの概念でも薄価切り下げ
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とみられ、簿価は切り下げられず、負の利益が計
上されることもない。
　それでは、［表］に掲げたケースのうち、まず②
についてはどのように考えられるだろうか。②の
ケースとは、投資開始時点（0時点）の簿価（投
資額）Boは資本価値V（Oit）より低いため（Bo〈
V（Ol，））、原初投資の回収可能性には問題ない
爪任意のt時点の簿価B，が資本価値V（tlt）より
高いため（B，＞V（、1，））、t時点における簿価の
回収可能性は損なわれているケースである。こう
した場合、原初投資の回収可能性という概念に依
拠すれば、簿価は切り下げられずにすむが、任意
の時点をとった簿価の回収可能性という概念に依
拠すると、簿価は切り下げられ、負の利益が認識
されることになる。
　一方、［表］の③のケースについてはどうであろ
うか。③のケースとは、任意のt時点の簿価B，が
資本価値v（tl，）より低いため（B巳〈v（、1、））、t時点
の簿価の回収可能性には問題がなくても、0時点
の簿価（投資額）B。が資本価値V（。lt）より高いた
め（Bo＞V（Olt））、投資の回収可能性は損なわれ
ているケースである。こうした場合、任意の時
点における簿価の回収可能性という概念に依拠す
るかぎり、簿価は切り下げられずにすむ蹴原初
投資の回収可能性という概念に依拠すれば、簿価
は切り下げられ、負の利益が認識されることにな
る。
　また①のように、0時点においてB。＜V（。it）、
t時点においてB，〈V（tlt）であるケースでは、ど
ちらの概念によっても簿価が切り下げられること
はなく、④のように、0時点においてB。＞V（。lt）、
t時点においてB，＞V（tl，）であるケースでは、反
対に、どちらの概念に依拠しても簿価は切り下げ
られることになる。それゆえ、①から④までの結
果を単純に並べて切り下げに該当するケースを数
えてみるだけでは、どちらの概念が実現概念と両
立しやすい結果をもたらしているのかを判断する
のは難しい。そこで、どちらの概念に依拠するか
によって結果に違いが生じている②と③のケース
のうち、現実にはどのようなケースが多いと考え
られるのかを検討することにしたい。
　③のケースは、原初投資は回収不能だが、t時
点の簿価の回収可能性には問題がないケースであ
る。これは、0時点からt時点までの業績は悪い
斌t時点の簿価に関するかぎり、それ以降の回
収には問題がないと見込まれるケースである。し
かし、投資開始からt時点までの業績が当初の期
待より悪化しているのに、t時点以降の回収には
問題がないという、③のようなケースは実際には
そう多くないとも考えられよう。それに対して
②のケースは、t時点の簿価の一部は回収不能だ
が、投資は回収可能なケースである。これは、t
時点で再評価したそれ以降の予想キャッシュフロ
ーが当初の予想よりも低くなるために、t時点の
簿価は回収不能だが、取得時点からt時点までの
業績が十分高かったために、投資期間を通じてみ
れば回収可能と見込まれるケースである。こうし
た②のケースは、③のケースにくらべて、より現
実的な状況を表しているとも考えられよう。
　すでに述べたように、①と④のケースでは、
簿価切り下げの判断基準を投資の回収可能性と簿
価の回収可能性のどちらにもとめても結果は同じ
であったから、問題は結果に違いが生じている②
と③のうち、どちらが現実により多くみられる重
要なケースかであった。上記のように、もし②の
現実的な重要性がより高いとすれば、そのケース
で不必要な簿価切り下げを回避するためには、特
定時点の簿価の回収可能性ではなく、原初投資の
回収可能性という概念を選択すればよいと考えら
れる。その意味で、投資の回収可能性という観点
は、簿価の回収可能性という観点よりも、事業資
産の簿価切り下げと実現ルールとを両立させやす
いと言えるのであろう。
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5．収益性が当初の期待と変わらないケースにお
　　ける投資の回収可能性
　収益性が低下したケースの検討は以上のとお
りである。5しかし、もともと簿価の回収可能性
という概念の欠陥が指摘され投資の回収可能性と
いう概念の必要性が示されたのは、収益性が当初
の見込みにくらべて変化していないケースであっ
た。このケースでは、投資時点（0時点）にお
いてはBo〈V（Olo）が成立しているカミその後の
減価償却のパターンやキャッシュフローの回収の
ペースによって、t時点においてはB，〈V（tlo）と
なることも、B，＞V（、lo）となることもある。任意
の時点における簿価の回収可能性という観点から
すれば後者のB、＞V（，1。）の場合に、t時点の簿
価の回収可能性が損なわれたとみられ、簿価が切
り下げられることになる。
　すでに述べたように、この切り下げ部分は、
収益性の低下による損失というより、過去の費用
配分不足を埋め合わせる過年度修正の要素であ
る。両者を区別し、収益性が当初の見込みと変わ
らないのに損失を見込んで簿価が切り下げられて
しまうケースを排除するには、原初投資の回収
可能性という概念が新たに必要なのであった。収
益性が当初の見込みと変わらないケースでは、t
時点で評価し直した0時点の資本価値V（Olt）は
V（oIo）（＞Bo）に等しいからV（olt）＞Boが成立し、
原初投資の回収可能性には問題ない。それゆえ、
投資の回収可能性という観点でとらえられていれ
ば、ここで簿価が切り下げられることはない。
　ただ、t時点の簿価B，がt時点の資本価値
V（tl、）（＝V（tlo））より高いときに｝よ両者の差額
は過年度修正の要素であるから、投資の回収可能
性の観点に立ったとしても、簿価は過大であって
切り下げなければならない、と言われることがあ
る。しかし、このケースはそもそも、キャッシュ
フローの回収期間や大きさに関する予想が、当初
から変わらないケースであるから、費用配分のス
ケジュールを当初設定したものから変える必要は
ないと考えられる。つまり、t時点の簿価を資本
価値まで切り下げて、それを過年度修正として処
理する必要はないと言えよう。
　このような、収益性が当初の予想と変わらな
ければ減価償却のスケジュールを変更する必要は
ないという考え方は、現行の会計制度においても
取り入れられており、不自然なものではない。実
際、償却年数の変更や償却方法の変更といった減
価償却パターンの変更はそれぞれ、キャッシュフ
ローの予想回収期間が短縮された場合や、キャッ
シュフローの流列に関する予想が変更されたとき
に行われることとされている。収益性が当初の予
想と変わらなければ、減価償却のスケジュールが
変更されることもない。それゆえ、上のような、
t時点の簿価が資本価値より高いケースであって
も、そもそも収益性が当初の予想と変わらない場
合には、費用配分のスケジュールを変更する必要
はなく、簿価を切り下げて過年度修正の要素を計
上する必要はないと考えるのが自然であろう。
　このように、収益性が当初の見込みにくらべ
て変化していないケースでは、原初投資の回収可
能性という概念に依拠するかぎり、不必要な簿価
切り下げが回避されることになる。簿価の回収
可能性という概念にくらべると、それだけ事業資
産の簿価切り下げと実現ルールとを両立させやす
いと言えよう。すでに述べたように、収益性が低
下する場合についても、原初投資の回収可能性と
いう概念に基づいて事業資産の簿価切り下げをと
らえれば、より現実的な②のケースにおいて、簿
価の切り下げが避けられる。つまり、原初投資の
回収可能性という概念に基づいて事業資産の簿価
切り下げをとらえる方拭任意の時点をとった簿
価の回収可能性という概念でとらえるのにくらべ
て、実現基準のもとでの資産評価の体系と事業資
5収益性が改善したケースについても、収益性が低下したケースと同じ結論を導き出すことができる。
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産の簿価切り下げとを両立させやすいと考えられ
るのである。
おわりに
　本稿では、まず、収益性の低下した事業資産
の簿価切り下げを、利益の実現という現行会計制
度の中心概念にてらして検討した。事業資産の一
つである在庫品の低価評価については簿価の回収
可能性が根拠とされることも多かったが、この概
念では償却性固定資産の減損処理を合理的に説明
することができない。当初の見込みにくらべて収
益性が低下したわけではないのに減損損失が認識
されてしまうケースを排除し、収益性の低下によ
る減損損失と過去の償却不足を埋め合わせる過年
度修正とを区別するには、投資の全期間を通じた
回収可能性という概念が必要なのであった。その
観点から、本稿では、在庫品に戻って同じ概念が
適用可能かを検討した。その結果、在庫品の低価
評価と償却性固定資産の減損処理は、ある時点の
簿価ではなく、原初投資の回収可能性という概念
で統一的に説明できることが明らかになった。
　次に、本稿では、事業資産の簿価切り下げを
説明する概念である原初投資の回収可能性という
考え方が、企業会計の中心概念の一つである実現
概念と両立する可能性を探ってきた。実現概念
のもとでは、投資の成果に対する期待が事実で確
かめられるまで利益は計算されないはずであるか
ら、それ以前に簿価を切り下げて負の利益を認識
することは、一般には実現利益の考え方と整合し
ない。本稿での検討の結果、原初投資の回収可能
性という観点から簿価切り下げをとらえれば、簿
価の回収可能性にくらべて、実現概念のもとでの
資産評価の原則により近い結果がもたらされるこ
とが明らかになった。収益性が当初の見込みと変
わらない場合だけでなく、収益性が低下する場合
のうち、より現実的な重要性の高いケースにおい
ても、そうした結果が導き出された。つまり、原
初投資の回収可能性という概念は、事業資産の簿
価切り下げの会計方法と実現ルールを両立させや
すいとみることができるのである。
　このように、事業資産の簿価切り下げと実現
概念との両立性を説明することは容易でない。
しかし、その整合性を理論的に説明できないか
らといって、減損や低価評価といった簿価切り下
げの会計方法が排除されるべきであるとも、ある
いは実現ルールそれ自体を考え直すべきであると
主張しているわけでもない。収益性の低下した事
業資産の簿価切り下げや、利益の実現という考え
方をめぐる議論の背後には、両者を合理的に説明
するような、より上位の概念が存在している可能
性も否定できないからである。そうした背後の概
念に関する考察をせずに、どちらか片方を排除す
るような議論は避けられなければならないであろ
う。
　（本稿は、「在庫品の低価評価と固定資産の減損
一簿価切り下げの論理一」、『産業経理』、産業経
理協会、61巻3号、および「実現概念と投資の回
収可能性」、『會計』、森山書店、161巻1号に加筆
修正したものである。）
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